
人口減少時代に適した施設整備・管理

ＯＤ法における二点ＤＯ制御システム／前澤工業
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図１　水位計と絞り込みＡＩによる絞り込み技術

図２　ラインスクリーニングと浸入水検出ＡＩによる絞り込み技術
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特集　下水道技術開発最前線
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■開発コンセプト
　ＯＤ法を採用する中小都市の下水道経
営は、人口減少等に伴う使用料収入の減
少や施設の老朽化による改築更新費の増
大などで、より厳しい経営環境となるこ
とが想定され、さらなるコスト縮減が求
められています。一方、事業運営の効率
化を図る観点から、広域化・共同化の推
進が求められており、汚水処理施設の統
廃合やし尿・浄化槽汚泥などの受入れな
どに伴って既存施設の処理能力が不足す
るケースが増加することが予想されてい
ます。本システムは、既存施設を活用し
て処理能力を増強することで、このよう
なニーズに対応します。

■技術の概要
　従来のＯＤ法よりも
高効率で省エネルギー
な技術で、安定した処

理水質と省エネルギー・省コスト
を同時に実現します。水温や水質
等の流入条件によっては、従来の
ＯＤ法よりも高負荷条件、すなわ
ち、処理時間を短縮することが可
能で、既存施設を活用した処理能
力増強も可能です。
　縦軸水流発生装置付散気式曝気
装置、溶存酸素計（ＤＯ計）、送
風機、これらを自動制御するコン
トロールユニットで構成され、反
応タンク内に設置した２カ所のＤ
Ｏ計の値を用いて、曝気風量と循
環流速を独立して自動制御しま
す。反応タンク内に好気ゾーンと

無酸素ゾーンを安定して形成し、連続曝気の条件下
でも安定した処理が可能になるとともに、流入負荷
量に応じた酸素供給が行われることにより、省エネ
ルギー化も可能です。

■導入事例
　９カ所の下水処理場で導入決定され、うち７カ所
の下水処理場で供用しており、主に処理能力増強に
よるコスト縮減の観点から導入されています。
　◆既存施設の処理能力増強による水処理施設の増
　　設回避…７／９カ所
　◆処理区統合に伴う既存施設の処理能力増強
　　…４／９カ所
　◆し尿等受入れに伴う既存施設の処理能力増強
　　…２／９カ所
　◆既設処理方式からＯＤ法変更に伴う
　　設置面積や建設コストの縮減
　　…２／９カ所

■第三者評価
　性能や産官学連携による開発・普及の
取組みなどについて高い評価を受けてい
ます。
　●平成年度日本下水道事業団新技術
　　Ⅰ類選定
　●平成年度（第８回）国土交通大臣賞
　　（循環のみち下水道賞）グランプリ
　●平成年日本水環境学会技術賞
　●年度科学技術振興機構「ＳＴＩ
　　ｆｏｒ　ＳＤＧｓ」アワード優秀賞
　●日本下水道協会「下水道施設計画・
　　設計指針と解説（年度）」に掲載
　●日本産業機械工業会第回優秀環境
　　装置表彰経済産業大臣賞

■技術の概要
好気グラニュール汚泥とは、微生物同
士が高密度に自己造粒した活性汚泥で
す。沈降速度が速く、固液分離性が非常
に優れているという特長を持ちます。ま
た、反応槽内の生物量を高く維持できる
ことから、処理水質の改善、設備のコン
パクト化が可能となります。
本システムＡＧＳＯＲ®では、好気グ

ラニュールは流入水の一部を分岐し、Ｇ
ＦＴ（Ｇｒａｎｕｌｅ　Ｆｏｒｍｉｎｇ
Ｔａｎｋ）と呼ばれるグラニュール形
成槽で自動制御により連続的に生成され
ます。ＧＦＴ内で生成されたグラニュー
ル汚泥は、メインの生物反応槽へ自動で
供給され、槽内の沈降性の高い活性汚泥
の割合を飛躍的に向上させます。

■開発コンセプト
ＡＧＳＯＲ®は、好気グラニュール汚

泥を用いた〝連続式〟下水処理システム
です。グラニュールの導入事例はこれま
でバッチ処理方式しかありませんでした
が、オルガノは世界で初めて、好気グラ
ニュールを用いた〝連続式〟の排水処理
システムを民間工場に納入しました。規
模が比較的大きい下水処理場では、連続

ら、オルガノは、本技術の下
水処理への適用を目指し、東
京都と共同研究に取り組んで
おります。

■ＡＧＳＯＲ®の強み・特長
ＡＧＳＯＲ®は担体や薬品

注入なしで、沈降性に優れた
汚泥を形成でき、かつ、生物
反応槽内のＭＬＳＳ濃度を高
く維持できるようになるた

め、次のようなお客さまのご要望にお応
えすることが可能です。
　・処理水量を．～２倍に増加させた
　　い。
　・窒素の処理水質を向上させたい。
　・汚泥の沈降性を向上させたい。
　・効率的に設備のダウンサイジングを
行いたい。
（系列数減少・各槽の省スペース化）。

　・ランニングコスト（電力費・維持管
理費）を削減したい。

　・反応槽、最終沈殿池設備更新時に一
時的な処理能力不足の対応のための
増設を避けたい。

■納入実績
民間の半導体工場２件で、本技術を採

用した排水処理システムを納入、稼働中
となっています（年９月現在）。

■今後の展開
　下水処理場への本技術の適用に向け、
東京都と共同研究を実施しています。芝
浦水再生センターおよび北多摩二号水再
生センターにおける基礎調査に加え、現
在は砂町水再生センターにおいて実施設
（３万㎥／日）を用いた連続運転を
実施しています。

■研究の目的
雨天時浸入水調査の多くは、流
量計により浸入水の過多を評価し
ながら雨天時浸入水が疑われるブ
ロックを段階的に絞り込み、絞り
込まれた優先ブロックに対して詳
細調査を実施することで、浸入水
の発生箇所および原因を特定して
います。しかし、流量計は費用が
高価となることや、優先ブロック
における詳細調査範囲は依然とし
て広く、調査の完了までに膨大な
時間と費用を要しています。そこ
で、効率的かつ経済的な調査の実
現をコンセプトに、令和元、２年
度の下水道革新的技術実証事業
（Ｂ－ＤＡＳＨプロジェクト）を
通じて本技術の実証研究（国土技
術政策総合研究所からの委託研
究）を実施しました。令和４年３
月には、同研究所より技術導入ガ
イドライン（案）が公表されていま
す。

■技術の概要
本技術は、①水位計と絞り込み
ＡＩによる絞り込み技術、および
②ラインスクリーニングと浸入水
検出ＡＩによる絞り込み技術の二
つの技術で構成されます。
　①は、水位計を用いた対策優先
度の高いブロックを絞り込む技術
です（図１）。流量計等の従来手
法に比べて安価な水位計を複数ブ
ロックの流末に設置し、取得した
水位をマニング式により流量換算

するとともに浸入率等の
比較によりランキング化
し、雨天時浸入水が多い
ブロックを抽出します。
またＡＩにより水位計の
異常データの自動除外や
一連の解析作業をシステ
ム化することで、より効
率的な調査を実現しま
す。
　②は、光ファイバー温
度分布計測システムを用
いた雨天時浸入水発生箇
所を絞り込む技術（ライ
ンスクリーニング）です
（図２）。降雨が期待さ
れる一定期間、管内を流

れる下水の温度を１
ｍ・１分間隔にて連
続取得し、降雨期間
中における管内の下
水温度変化を分析す
ることで、雨天時浸
入水の発生箇所を±
５ｍ以内で検出しま
す。またＡＩにより
浸入水発生箇所を自
動検出するととも
に、一覧表やグラフ、
温度コンター図等の
作成作業をシステム
化し、熟練技術者に
頼らず容易に確認で

きる機能を付加しています。

■実証研究に基づく評価の概要
２都市におけるフィールド実証
を通じて得られたデータを基に、
本技術の導入により削減される作
業日数および費用を評価したとこ
ろ、調査・解析に要する作業日数
は、従来技術から％削減できる
と試算されました。また、調査・
解析に要する費用は、従来技術か
ら％削減できると試算されまし
た。さらに、雨天時テレビカメラ
による実態調査結果との照合によ
りラインスクリーニングの雨天時
浸入水の検出性能を評価したとこ
ろ、正検出率は％を超える検出
率が得られました。なお、大きな
浸入水のみを対象とした場合、正
検出率は％以上を示し、大きな
浸入水発生箇所の見落としは少な
いことを確認しました。

■導入が推奨される都市
本技術は、調査対象範囲が広く
調査期間や費用が問題となり雨天
時浸入水調査に着手できていない
都市、絞り込んだブロックにおい
て雨天時浸入水の発生箇所が特定
できていない都市、詳細調査を実
施したが発生箇所を特定できなか
った都市等への適用が望まれま
す。本技術により調査全体の効率
性・事業性が向上すれば、対策工
事の早期着手につながることも期
待されます。
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